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１．はじめに

　UNWTO の Global Report on Women 

in Tourism（2019）によれば、世界全体

のツーリズムに従事する労働者のうち、

その半分以上が女性であり、その数は

年々増加している。加えて、より責任の

ある業務や役割を担ってきている。一方、

Repetti, T.（2020）は、取締役や上級管

理者に占める女性の割合は依然として低

く、女性を登用することが必要であると

指摘している。また、ESG（Environment・

環境、Social・社会、Governance・ガバ

ナンス）とよばれる企業の長期的成長の

視点から、女性をはじめとする多様な人

材の採用と活躍、いわゆるダイバーシテ

ィマネジメントへの取り組みが重要視さ

れている。取締役における女性の登用の

推進もその一つである。更には、規制緩

和・民営化、コロナ感染拡大、利用者の

環境意識の高まりなど、航空会社・空港

会社を取り巻く事業環境は大きく変化し

ており、取締役が果たすべき役割はより

多岐にわたっている。本研究では、ツー

リズム企業における女性取締役の登用に

ついて、効果・影響を理論的に考察する。

また、欧州諸国における航空会社・空港

会社を対象に、その進展状況と背景とな

る要因を計量的に分析したい。

２．女性取締役の効果についての理論

　取締役は一般に４つの機能を持ってい

る。経営者の監視と統治、経営者への情

報や助言の提供、法律や規制の順守の監

視、会社と外部環境の橋渡し、である

（Carter, D. et al., 2010）。取締役会の構成

は取締役会がこれらの機能を果たす方法

に影響をあたえるとともに、企業の業績

に影響を与える可能性がある（Carter, D. 

et al., 2010）。

　女性取締役がもたらす効果についての

理論は多岐にわたるが、主要な理論とし

て以下の３つがあげられる（１）。第１は資

源依存理論である。取締役の機能は、顧

客や競争相手に適切に対応し外部環境の

不確実性を削減するために役立つ資源や

情報を保有し、それらを経営陣に提供す

ることである。取締役における性別の多

様化は、経営陣に多様かつ独自の資源や

情報を提供することを可能にする。女性

取締役は、より広い人脈を持っており、

より多くの資源や情報を保有している

（Galletta, S. et al., 2022；Carter, D. et al., 

2010；Terjesen, S., 2009；Robinson, G. 

and Dechant, K., 1997）。更に、取締役会

における女性の存在はコミュニティから

信頼を得ることができる（Galletta, S. et 

al., 2022；Brammer, S. et al., 2009）。

　第２はHuman capital theoryとよばれ

る人的資本理論である。同理論によれば、

教育、経験およびスキルなどの蓄積は組

織に恩恵をもたらす。これらの資本は性

別によって違っており、取締役における

性別の多様化は、異なる人的資本を持っ
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ている役員を配置することを可能にする

（Carter, D. et al., 2010；新倉博明・瀬古

美喜、2017）。

　第３はエージェンシー理論である。経

営者・業務の監視とコントロールという

取締役会の機能について、女性を含む多

様な取締役の存在は取締役会の独立性を

増すことから、それらの機能はより効果

的なものとなる可能性がある。その結果、

モラルハザードなどのエージェンシー問

題を減少させることができる（Carter, D. 

et al., 2010；Hermalin, B. E. and 

Weisbach, M. W., 1991；Fama, E. F., and 

Jensen, M. C., 1983；新倉博明・瀬古美

喜、2017）。

　そのほか、男性と女性ではリスクに対

する選好やその管理の方法が違ってお

り、女性は協調を重視していると指摘す

る理論がある（Ozdemir, O. and Erkmen. 

E., 2022）。また、女性が協調性を重視す

ることとその効果を、認知スタイルの視

点から説明した理論がある。女性取締役

が各取締役の考えを調和させる能力は、

意思疎通や情報伝達を容易にするととも

に、外部環境の変化に対して迅速かつ適

切に処理することに貢献する（Song, H. 

et al., 2020）。

　このように、女性取締役は取締役会の

機能や企業の業績にプラスに作用する可

能性がある。したがって、企業では女性

取締役を登用するインセンティブが存在

する。ただし、その意思決定は各国の制

度によって強く影響される。制度とは、

各国の法律や規制をはじめとするフォー

マルなルールと商慣習、社会規範、文化

などのインフォーマルなルール、更には

取引執行メカニズムで構成されている

（Eden, L and Miller, S., 2004）。企業の戦

略的な選択肢とそれらの効用は制度によ

って制約されることとなる（North, D. C., 

1990）。女性取締役をめぐる法律や規制と

して、コーポレートガバナンスコードに

おける男女平等や女性取締役の推奨、女

性取締役の義務化などがあげられる。こ

れらが整備されているとともに、透明性

をもって適用されている国においては、

企業は女性取締役を登用するインセンテ

ィブを持つこととなる（Grosvold, J. and 

Brammer, S., 2011；Grosvold, J., 2011；

García, I. M. and Ansón, S. G., 2020）。

　また、インフォーマルなルールのうち

文化は、企業のダイバーシティマネジメ

ントに大きな影響を与える。国の文化と

は、いくつかの種類の目標を追求するこ

とを奨励すると同時に、他の目標を追求

す る こ と を 妨 げ る も の で あ る

（Parboteeach, K. P. et al., 2008；Saeed, 

A. et al., 2016）。女性取締役の役割は、あ

る文化や社会では、女性という性別にと

って望ましくそして正しいと見なされる

ことを通じて形成される一方、他の文化

や社会では家事・育児など伝統的な家族

の責任に関連する役割を通じて定義され

る（Parboteeach, K. P. et al., 2008；

Saeed, A. et al., 2016；Hui, M. K. et al., 

2004）。また、女性のリーダーシップを推

奨する規範が浸透している文化や社会が

ある一方、障壁をつくり、それを妨げよ

うとする文化や社会がある（Parboteeach, 

K. P. et al., 2008；Saeed, A. et al., 2016）。

女性のリーダーシップや社会進出に好意

的な文化や社会では、本人の満足度や生

活の質を重要視している、協力・連帯・

弱者への思いやりなど女性という性別と

関係の深い価値観が強い、上下関係があ

まりない、過度に個人主義におちいりす

ぎていない、あいまいさやなじみのない

状況をある程度受けいれている、などが

あてはまる（García, I. M. and Ansón, S. 

G., 2020；Hofstede, G. et al., 2010）。この

ような女性のリーダーシップに好意的な

文化や社会から構成される国では、企業

は、女性取締役を採用しないことに起因

した不確実性やリスクが大きくなること

を回避する行動をとる可能性が大きい

（Grosvold, J. and Brammer, S., 2011；

Grosvold, J. et al., 2016；García, I. M. 

and Ansón, S. G., 2020）。

３．ツーリズム企業における女性取締役

についての先行研究と理論的枠組み

3－1　先行研究のレビュー

　ツーリズム企業における女性取締役の

登用についての先行研究は、その多くは

業績にどのような影響を与えているかと

いうテーマに焦点をあててきた。Song, H. 

et al.（2020）によれば、米国の宿泊業企

業 で は プ ラ ス の 影 響 と な っ て い る。

Signal, M.（2014）は、レストラン、航空

会社、ホテル、カジノ、クルーズ船社な

どの多岐にわたる米国のツーリズム関連

企業を対象に、女性取締役を含むダイ

バーシティマネジメントの推進は業績の

改善につながっていることを明らかにし

ている。上級管理職における女性の登用

についても同様である。スペインのホテ

ル企業では総資産利益率（Marco, R., 

2012）、イタリアのホテル企業では売り上

げの拡大（Menicucci, E. et al., 2019）に

対して、それぞれプラスに作用している。

　一方、否定的な見解を提示する先行研

究 も あ る。Yeh, C-M. and Trejos, B. 

（2015）によれば、台湾のホテル企業では

女性取締役と業績のプラスの関係ははっ

きりしない。Chen, M-H. et al.（2021）の

中国におけるホテル企業をサンプルとし

た分析では、女性取締役のプラスの影響

は確認されていない。

　このように、先行研究は一定程度存在

するものの、女性取締役と業績との関係

についての見解は必ずしも一致していな

い。また、女性取締役を登用することの

要因・インセンティブについての研究は、

ほとんど行われていない。更には、複数

国やホテル・レストラン以外のツーリズ

ム企業を対象とした研究は少ない。ツー

リズム企業を対象とした女性取締役の研

究は発展途上にあるといえる。

3－2　理論的整理

　以下では、ツーリズム企業における女

性取締役がどのような効果・影響をもた

らすのか、改めて理論的に考察する。ツー

リズム産業においては、直面する外部環

境や事業のプロセスは他の産業と異なっ

ている（Guillen, M. F., 2000；Song, H. et 

al., 2020）。Yeh, C-M. and Trejos, B.

（2015）によれば、ツーリズムは、外部環

境との関係が深く、他の産業と相互依存

的である。資源依存理論が示すように、

女性を含む多様な取締役で構成される取

締役会は、組織にとって必要でかつ優良

な資源にアクセスする能力や多様な知識

を有する（Ooi, C-A. et al., 2015）。会社が

外的な不確実性を減少させるとともに、

ステークホルダーとの間で良好な関係を

構築・維持することを可能にする。

　顧客は異なる国・地域に分散している

とともに、顧客との接触・やりとりが頻

繁であることもツーリズムの特徴の一つ

である（Singal, M., 2014；Yeh, C-M. and 

Trejos, B., 2015）。頻繁でかつ直接的な接

触は、サービスの質や価値の評価を決定

づけることとなる（Joshi, A. and Roh, H., 

2009；Singal, M., 2014）。したがって、法

的な義務づけを遵守しステークホルダー

の支持を得ることに加え、文化的違い・

敏感さに対処できるさまざまな経験、世

界観などにかかわる重要な資源を得るた

めに、取締役をはじめ人材の多様性が必

須 で あ る（Singal, M., 2014；Ortlieb, R. 

and Sieben, B., 2013）。

　また、ツーリズム産業は労働集約的で

あり、従業員が多様な文化的な背景や価

値観を持ち合わせている場合がある

（Singal, M., 2014）。同時に、女性従業員

の割合が多いことから、女性取締役が多

く、彼らがロールモデルの役割を果たす

ならば、女性従業員にインセンティブを

与え、業務の改善につながる可能性があ

る（Song, H. et al., 2020）。さらには、Song, 

H. et al.（2020）は、ツーリズム産業では

イメージや評判が大事であり、女性取締

役の存在はこれらの向上につながると指

摘する。航空会社・空港会社においても、

これらのツーリズム産業における外部環

境や事業プロセスの特徴はあてはまり、

女性を含む多様な取締役を登用するイン

センティブやプラスの効果は存在すると

考えられる。

　特に、欧州の航空会社・空港会社の外
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３．ツーリズム企業における女性取締役

についての先行研究と理論的枠組み

3－1　先行研究のレビュー

　ツーリズム企業における女性取締役の

登用についての先行研究は、その多くは

業績にどのような影響を与えているかと

いうテーマに焦点をあててきた。Song, H. 

et al.（2020）によれば、米国の宿泊業企

業 で は プ ラ ス の 影 響 と な っ て い る。

Signal, M.（2014）は、レストラン、航空

会社、ホテル、カジノ、クルーズ船社な

どの多岐にわたる米国のツーリズム関連

企業を対象に、女性取締役を含むダイ

バーシティマネジメントの推進は業績の

改善につながっていることを明らかにし

ている。上級管理職における女性の登用

についても同様である。スペインのホテ

ル企業では総資産利益率（Marco, R., 

2012）、イタリアのホテル企業では売り上

げの拡大（Menicucci, E. et al., 2019）に

対して、それぞれプラスに作用している。

　一方、否定的な見解を提示する先行研

究 も あ る。Yeh, C-M. and Trejos, B. 

（2015）によれば、台湾のホテル企業では

女性取締役と業績のプラスの関係ははっ

きりしない。Chen, M-H. et al.（2021）の

中国におけるホテル企業をサンプルとし

た分析では、女性取締役のプラスの影響

は確認されていない。

　このように、先行研究は一定程度存在

するものの、女性取締役と業績との関係

についての見解は必ずしも一致していな

い。また、女性取締役を登用することの

要因・インセンティブについての研究は、

ほとんど行われていない。更には、複数

国やホテル・レストラン以外のツーリズ

ム企業を対象とした研究は少ない。ツー

リズム企業を対象とした女性取締役の研

究は発展途上にあるといえる。

3－2　理論的整理

　以下では、ツーリズム企業における女

性取締役がどのような効果・影響をもた

らすのか、改めて理論的に考察する。ツー

リズム産業においては、直面する外部環

境や事業のプロセスは他の産業と異なっ

ている（Guillen, M. F., 2000；Song, H. et 

al., 2020）。Yeh, C-M. and Trejos, B.

（2015）によれば、ツーリズムは、外部環

境との関係が深く、他の産業と相互依存

的である。資源依存理論が示すように、

女性を含む多様な取締役で構成される取

締役会は、組織にとって必要でかつ優良

な資源にアクセスする能力や多様な知識

を有する（Ooi, C-A. et al., 2015）。会社が

外的な不確実性を減少させるとともに、

ステークホルダーとの間で良好な関係を

構築・維持することを可能にする。

　顧客は異なる国・地域に分散している

とともに、顧客との接触・やりとりが頻

繁であることもツーリズムの特徴の一つ

である（Singal, M., 2014；Yeh, C-M. and 

Trejos, B., 2015）。頻繁でかつ直接的な接

触は、サービスの質や価値の評価を決定

づけることとなる（Joshi, A. and Roh, H., 

2009；Singal, M., 2014）。したがって、法

的な義務づけを遵守しステークホルダー

の支持を得ることに加え、文化的違い・

敏感さに対処できるさまざまな経験、世

界観などにかかわる重要な資源を得るた

めに、取締役をはじめ人材の多様性が必

須 で あ る（Singal, M., 2014；Ortlieb, R. 

and Sieben, B., 2013）。

　また、ツーリズム産業は労働集約的で

あり、従業員が多様な文化的な背景や価

値観を持ち合わせている場合がある

（Singal, M., 2014）。同時に、女性従業員

の割合が多いことから、女性取締役が多

く、彼らがロールモデルの役割を果たす

ならば、女性従業員にインセンティブを

与え、業務の改善につながる可能性があ

る（Song, H. et al., 2020）。さらには、Song, 

H. et al.（2020）は、ツーリズム産業では

イメージや評判が大事であり、女性取締

役の存在はこれらの向上につながると指

摘する。航空会社・空港会社においても、

これらのツーリズム産業における外部環

境や事業プロセスの特徴はあてはまり、

女性を含む多様な取締役を登用するイン

センティブやプラスの効果は存在すると

考えられる。

　特に、欧州の航空会社・空港会社の外

部環境は大きく変化している。低費用航

空会社（LCC：Low-cost carrier）の出現

や技術革新により、旅行形態や旅行ニー

ズは多様化している（遠藤伸明、2016b）。

また、近年、環境に悪影響を与える飛行

機に乗ることを恥ずかしく思う、フライ

トシェイムとよばれる意識が、芽生えて

いる（遠藤伸明、2022）。そのため、温室

効果ガスの削減への更なる取り組みを迫

られている。一部の国では、短距離航空

路線における参入の再規制を検討・実施

している。

　一方、空港サービスのひとつが航空系

事業とよばれる滑走路などの基礎的施設

の整備・運営である。空港会社は、ある

程度、独占的な地位にあり、比較的安定

した経営環境にあるといえる（遠藤伸明、

2016a）。しかしながら、欧州の空港では、

先述したように、LCCが興隆し、その結

果、空港の選別化が進むとともに、低廉

でかつ多様なサービスへのニーズが拡大

している（遠藤伸明、2016a）。また、民

営化や空港間競争に伴い、物販など顧客

との接触・やりとりが頻繁である非航空

系事業がより重要な収入源となってお

り、これらの事業にかかわるステークホ

ルダーとの関係の構築が課題となってい

る（遠藤伸明、2017）。さらには、空港会

社と地元自治体との協力のもと、航空路

線開発とよばれる航空会社の新規就航や

便数の増加を目指したマーケティング活

動が、広がりをみせている（遠藤伸明、

2021）。インバウンドの多い空港において

は、空港会社と地元の多様な観光事業者

との連携が重要となっている。このよう

な外部環境の変化がもたらす不確実性を

減少させるために、欧州の航空会社・空

港会社は女性を含む多様な取締役を登用

するインセンティブを有していると考え

られる。

４．欧州の航空会社・空港会社における

女性取締役の現状

4－1　女性取締役登用推進をめぐる政策

　EU は、女性取締役の登用を推進する

ための施策を展開してきた。EU 非加盟

国にも少なからぬ影響を与えてきた。た

だし、具体的な内容は各国にゆだねられ

てきた（Kirsch, A., 2021；Arndt, P. and 

Wrohlich, K., 2019；Jourová, V., 2016）。

現在、EU27ヶ国のうち、９か国（２）にお

いて、取締役会における女性の比率が一

定の水準を下まわらないこと（クオータ・

割当ともよばれる）を義務づける法律が

あり、EU 加盟国以外では、アイスラン

ド、ノ ル ウ ェ ー な ど が あ げ ら れ る

（Kirsch, A., 2021；Arndt, P. and 

Wrohlich, K., 2019）。ただし、比率、対象

となる企業、罰則規定などにおいて、各

国間で違いがある（Kirsch, A., 2021；

Arndt, P. and Wrohlich, K., 2019）。また、

これらの EU9か国を加えた合計 EU18か

国では、コーポレートガバナンスコード

において女性取締役の登用を推奨してい

る（Kirsch, A., 2021）。な お、2022 年 ６

月、EU は、加盟各国が上場企業を対象

に取締役会における女性取締役の比率に

ついて、一定水準を義務づける法案を２

年以内に採択するという指令案に暫定合

意している（JETRO、2022）。

4－2　女性取締役の比率

　EU 諸国ならびに欧州諸国では、女性

取締役の比率が増加傾向にあるとともに

高い水準にある。EU28か国における上場

している大規模企業の女性取締役比率

は、2010年では12％、2013年では17％、

2016年では23％、2020年では30％（EU27

ヶ国）となっている（Kirsch, A., 2021；

Arndt, P. and Wrohlich, K., 2019；

Jourová, V., 2016）。ただし、東欧諸国な

ど低い水準となっている国もある。

　EU加盟国・EU非加盟国の両方を含む

欧州諸国（ロシアを除く）において、旅

客数上位50位までの航空会社と、旅客数

上位100位までの空港ならびに各国で最

大の旅客数のある空港を運営する会社・

組織を選択したところ、61社から女性取

締役数を収集できた。データソースは各

社のホームページである。内訳は航空会

社が28社（フルサービスキャリア・旧フ

ラッグキャリア21社、LCC５社、チャー
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ター航空会社１社、貨物専用航空会社１

社）、空港会社が33社である。国別の分布

は、英国から13社、ドイツ、アイルラン

ド、ルーマニアから３社、オーストリア、

ギリシャ、オランダ、イタリア、ノルウ

ェー、マルタ、フランス、アイスランド、

フィンランド、ポルトガル、スウェーデ

ン、スイスから２社、それ以外の15か国

から１社となっている。取締役における

女性の比率は、全体では26％、航空会社

では27％、空港会社では25％となってお

り、比較的高い水準にある（３）。サンプル

には事業規模の小さい会社も含まれてい

ることから、単純には比較できないが、

EU における上場している大企業では

2020年において約30％となっており、若

干ではあるが下回っている。一方、OECD

加盟国では26％となっており、ほぼ同じ

水準である。図１は、２社以上のサンプ

ルがある国における女性取締役比率を示

している。フランス、ノルウェー、スウ

ェーデン、フィンランド、アイスランド

では40％をこえている。自国の大企業の

女性取締役比率の平均値と比べ、大きく

違っているのは、５％以上上回っている

ギリシャ、フィンランド、マルタ、ルー

マニア、スペイン、５％以上下回ってい

るオーストリア、ドイツ、アイルランド

である。

５．計量分析

　以下では、欧州の航空会社・空港会社

における女性取締役の登用の行動とその

インセンティブ・要因について、回帰分

析を通じ考察する。被説明変数は、各航

空会社・空港会社の取締役にしめる女性

の比率である。説明変数として、まず、

各国の制度があげられる。先述したよう

に、制度は企業の行動やその選択肢に影

響を与える。２つの制度についての変数

を用いる。ひとつは、取締役会における

女性の比率が一定の水準を下まわらない

ことを義務づけている法律がある国では

１、法律がない国ではゼロとするダミー

変数（以下クオータ義務）である。予想

符号はプラスである。Kirsch, A.（2021）、

García, I. M. and Ansón, S. G.（2020）な

どからデータを収集した。もうひとつは、

文化の変数である。具体的には、Hofstede

の 文 化 の 尺 度 の ひ と つ で あ る

masculinityの値（以下男性的価値観が強

い文化の指標）（４）によって評価する。０

から１の間の値（５）をとる。１に近けれ

ば、協力・連帯・弱者への思いやりなど

女性という性別と関係の深い価値観が弱

くなると解釈する。その場合、女性の社

会進出やリーダーシップの発揮に好意的

ではなく、女性取締役を登用することへ

の企業のインセンティブは小さくなると

考えられる。予想符号はマイナスである。

データソースはHofstede Insightsのホー

ムページにあるデータベースである。

　前章の理論的整理が示すように、他の

産業との相互依存性、顧客の国・地域の

分散、頻繁な顧客とのやり取り・接触な

どのツーリズム産業の特徴は、女性取締

役の登用の意思決定に影響を与える可能

性がある。しかしながら、これらの定量

化ならびにデータの収集は難しい。本稿

では、顧客の国・地域の分散のみを取り

上げる。自国以外の顧客が多く、また、

それらの顧客の国・地域がより分散し、

多様であるならば、航空会社・空港会社

は女性取締役を登用するインセンティブ

を有すると考えられる。世界銀行が公表

している各国の輸出額に占めるツーリズ

ムの輸出額の比率を代理変数（以下ツー

リズム輸出比率）とする。一般に、ツー

リズム輸出比率が大きいほど、多様な国・

地域からの旅行者が多いと解釈できる。

予想符号はプラスである。データソース

は世界銀行のホームページにあるデータ

ベースである。

　各航空会社・空港会社の2019年または

2018年の売上高の対数値をとった変数

（以下企業規模）を加えている（６）。規模

の大きな企業では ESG により敏感であ

り、女性取締役を登用するインセンティ

ブが働く（Saeed, A. et al., 2016）。予想

符号はプラスである。データソースは各

社のホームページ、アニュアルレポート

などである。また、空港会社と航空会社

の間の事業の違いの影響を考慮するた

め、空港会社を１としそれ以外（航空会

社）をゼロとする空港ダミー変数を加え

ている。

　データセットは、被説明変数として61

社各社の女性取締役比率、国についての

説明変数として、クオータ義務ダミー、

男性的価値観が強い文化の指標、ツーリ

ズム輸出比率の変数、企業についての説

明変数として、企業規模、空港ダミーか

ら構成されている。サンプル数は61であ

る。このような企業単位のデータセット

に加えて、被説明変数・説明変数ともに

国単位のデータセットを準備する。具体

的には、複数の企業のサンプルがある国

では、女性取締役比率の平均値を計算し

その値を被説明変数とし、サンプルが１

社の国ではその会社の比率を被説明変数

とする。各企業の売上高について、複数

の企業のサンプルがある国では、平均値

を計算しその値を説明変数とし、サンプ

ルが１社の国ではその会社の売上高を説

明変数とする。そのほかの説明変数は、

各国におけるクオータ義務ダミー、男性

的価値が強い文化の指標、ツーリズム輸

出比率である。サンプル数は31である。

　表１は企業単位のデータにおける基本

統計量、表２は企業単位のデータセット

による推定結果、表３は国単位のデータ

セットによる推定結果を示している。最

小二乗法（OLS）による推定を行った。

なお、誤差項の分散が一定ではないとい

う不均一分散が疑われる可能性があるこ

とから、ホワイトによる不均一分散を修

正した標準誤差を用いている。表２の式

の違いは、式１は企業についての変数の

み、式２はツーリズム輸出比率を除くす

べての変数、式３はすべての変数をそれ

ぞれ含んでいるためである。表３の式の

違いは、式１はすべての変数を含んでい

る一方、式２は企業規模の平均、式３は

ツーリズム輸出比率をそれぞれ除いてい

るためである。

　表２の推定結果について、企業規模は、

予想通りプラスに作用している。式１で

は５％、式２では10％でそれぞれ有意と

なっている。航空会社・空港会社の規模

がおおきくなるにつれて、女性取締役比

率がより高くなっていることがうかがえ

る。空港ダミーは有意な結果となってい

ない。クオータ義務ダミーは、プラスに

作用しているが、有意とはなっていない。

男性的価値観が強い文化の指標は、マイ

ナスの符号条件に合致しており、５％で

有意となっている。女性のリーダーシッ

プや社会進出に否定的な文化や社会の国

●●●●●●●●●●
出典：●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●
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図１　欧州各国の航空会社・空港会社における女性取締役比率の平均
（出所）収集データをもとに筆者作成
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会進出やリーダーシップの発揮に好意的

ではなく、女性取締役を登用することへ

の企業のインセンティブは小さくなると

考えられる。予想符号はマイナスである。

データソースはHofstede Insightsのホー

ムページにあるデータベースである。

　前章の理論的整理が示すように、他の

産業との相互依存性、顧客の国・地域の

分散、頻繁な顧客とのやり取り・接触な

どのツーリズム産業の特徴は、女性取締

役の登用の意思決定に影響を与える可能

性がある。しかしながら、これらの定量

化ならびにデータの収集は難しい。本稿

では、顧客の国・地域の分散のみを取り

上げる。自国以外の顧客が多く、また、

それらの顧客の国・地域がより分散し、

多様であるならば、航空会社・空港会社

は女性取締役を登用するインセンティブ

を有すると考えられる。世界銀行が公表

している各国の輸出額に占めるツーリズ

ムの輸出額の比率を代理変数（以下ツー

リズム輸出比率）とする。一般に、ツー

リズム輸出比率が大きいほど、多様な国・

地域からの旅行者が多いと解釈できる。

予想符号はプラスである。データソース

は世界銀行のホームページにあるデータ

ベースである。

　各航空会社・空港会社の2019年または

2018年の売上高の対数値をとった変数

（以下企業規模）を加えている（６）。規模

の大きな企業では ESG により敏感であ

り、女性取締役を登用するインセンティ

ブが働く（Saeed, A. et al., 2016）。予想

符号はプラスである。データソースは各

社のホームページ、アニュアルレポート

などである。また、空港会社と航空会社

の間の事業の違いの影響を考慮するた

め、空港会社を１としそれ以外（航空会

社）をゼロとする空港ダミー変数を加え

ている。

　データセットは、被説明変数として61

社各社の女性取締役比率、国についての

説明変数として、クオータ義務ダミー、

男性的価値観が強い文化の指標、ツーリ

ズム輸出比率の変数、企業についての説

明変数として、企業規模、空港ダミーか

ら構成されている。サンプル数は61であ

る。このような企業単位のデータセット

に加えて、被説明変数・説明変数ともに

国単位のデータセットを準備する。具体

的には、複数の企業のサンプルがある国

では、女性取締役比率の平均値を計算し

その値を被説明変数とし、サンプルが１

社の国ではその会社の比率を被説明変数

とする。各企業の売上高について、複数

の企業のサンプルがある国では、平均値

を計算しその値を説明変数とし、サンプ

ルが１社の国ではその会社の売上高を説

明変数とする。そのほかの説明変数は、

各国におけるクオータ義務ダミー、男性

的価値が強い文化の指標、ツーリズム輸

出比率である。サンプル数は31である。

　表１は企業単位のデータにおける基本

統計量、表２は企業単位のデータセット

による推定結果、表３は国単位のデータ

セットによる推定結果を示している。最

小二乗法（OLS）による推定を行った。

なお、誤差項の分散が一定ではないとい

う不均一分散が疑われる可能性があるこ

とから、ホワイトによる不均一分散を修

正した標準誤差を用いている。表２の式

の違いは、式１は企業についての変数の

み、式２はツーリズム輸出比率を除くす

べての変数、式３はすべての変数をそれ

ぞれ含んでいるためである。表３の式の

違いは、式１はすべての変数を含んでい

る一方、式２は企業規模の平均、式３は

ツーリズム輸出比率をそれぞれ除いてい

るためである。

　表２の推定結果について、企業規模は、

予想通りプラスに作用している。式１で

は５％、式２では10％でそれぞれ有意と

なっている。航空会社・空港会社の規模

がおおきくなるにつれて、女性取締役比

率がより高くなっていることがうかがえ

る。空港ダミーは有意な結果となってい

ない。クオータ義務ダミーは、プラスに

作用しているが、有意とはなっていない。

男性的価値観が強い文化の指標は、マイ

ナスの符号条件に合致しており、５％で

有意となっている。女性のリーダーシッ

プや社会進出に否定的な文化や社会の国

表１　基本統計量

平均 標準偏差 最大 最小

各社の女性取締役比率 0.26 0.15 0.54 0

各社の企業規模（百万ドル） 3294 6675 36424 27

空港ダミー 0.54 0.50 1 0

クオータ義務ダミー 0.37 0.48 1 0

男性的価値観の強い文化の指標 49.4 23.3 100 5

旅行者の国際的分散：ツーリズム輸出比率 0.088 0.069 0.379 0.024

（出所）収集データをもとに筆者作成

表２　推定結果：企業単位データセット

　　　（＊ p<0.1；＊＊ p<0.05；＊＊＊ p<0.01、括弧は標準誤差）

式１ 式２ 式３

定数項 0.025 0.153 0.194

（0.101） （0.109） （0.125）

企業規模 0.032＊＊ 0.026＊ 0.023

（0.011） （0.013） （0.014）

空港ダミー 0.027 0.019 0.011

（0.045） （0.043） （0.046）

クオータ義務ダミー 0.043 0.052

（0.040） （0.040）

男性的価値観の強い文化の指標 －0.196＊＊ －0.197＊＊

（0.078） （0.079）

ツーリズム輸出比率 －0.239

（0.225）

修正済み決定係数 0.074 0.155 0.150

（出所）収集データをもとに筆者作成

表３　推定結果：国単位データセット

　　　（＊ p<0.1；＊＊ p<0.05；＊＊＊ p<0.01、括弧は標準誤差）

式１ 式２ 式３

定数項 0.163 0.301 0.139

（0.102） （0.063） （0.086）

クオータ義務ダミー 0.095＊＊ 0.124＊＊＊ 0.090＊＊

（0.040） （0.035） （0.041）

男性的価値観の強い文化の指標 －0.165＊ －0.174＊ －0.162＊

（0.084） （0.094） （0.080）

ツーリズム輸出比率 －0.148 －0.214

（0.186） （0.166）

企業規模の平均 0.020＊ 0.021＊

（0.011） （0.011）

修正済み決定係数 0.286 0.255 0.304

（出所）収集データをもとに筆者作成
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において、航空会社・空港会社の女性取

締役の登用へのインセンティブは小さく

なっている可能性がある。ツーリズム輸

出比率は、有意とはならず、また予想に

反してマイナスとなっている。

　表３の推定結果について、クオータ義

務ダミーの結果を除き、表２のそれとほ

ぼ同じとなっている。企業規模の平均は

有意（10％）にプラスに作用している。

クオータ義務ダミーはプラスとなってお

り、１％あるいは５％で有意である。一

定水準の女性取締役を義務づける法律

は、航空会社・空港会社に女性取締役を

登用することを促している可能性があ

る。男性的価値観が強い文化の指標は、

マイナスの符号条件に合致し、10％で有

意となっている。ツーリズム輸出比率は、

有意とならず、また予想に反してマイナ

スとなっている。

６．まとめ

　本研究では、ツーリズム企業における

女性取締役の登用について、効果・影響

を理論的に考察するとともに、欧州にお

ける航空会社・空港会社を対象に進展状

況とその背景となる要因を計量的に分析

した。欧州の航空会社・空港会社では、

女性取締役の比率は約26％となり、比較

的高い水準にある。計量分析より、女性

のリーダーシップや社会進出に好意的な

文化の国では、航空会社・空港会社にお

ける女性取締役の登用へのインセンティ

ブが大きくなっていることが確認でき

た。また、航空会社・空港会社の規模が

おおきくなるにつれ、女性取締役比率が

より高くなっていることが明らかとなっ

た。一定水準の女性取締役を義務づける

法律についても、航空会社・空港会社に

インセンティブを与えている可能性があ

る。一方、各国のツーリズム輸出額比率

を代理変数とした旅行者の国際的分散

が、女性取締役の登用のインセンティブ

として作用していることは、確認できな

かった。

　今後の研究課題として、以下の３つが

あげられる。第１は、変数の定量化の改

善である。より具体的には、外部環境や

ステークホルダーとの関係性、他の産業

との相互依存性、顧客とのやりとり・接

触の度合い、顧客の国際的分散の度合い

など、ツーリズム企業の特徴や、企業の

特徴を表す変数であると同時に制度的な

変数でもある民間出資・公的出資などの

株主の構成や特徴を、より適切な尺度を

用いて定量化することである。第２は、

航空会社・空港会社のサンプル数を増や

すとともに、複数年でデータを収集し、

パネルデータを作成することである。そ

うすることにより、これらの企業におけ

る女性取締役の登用の意思決定における

ダイナミックな変動を理解することが可

能となる。第３に、他のツーリズム産業

に分析対象を拡大し、女性取締役の登用

とその効果やインセンティブにかかわる

理論的枠組みを精緻化することがあげら

れる。
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（１）�先 行 研 究 と し て、Robinson, G. and 

Dechant, K. （1997）、Hermalin, B. E. 

and Weisbach, M. W. （1991）、Fama, 
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１．はじめに

　近年、テレワークが社会に浸透するの

と同時に、ワーケーション（workcation）

も広く認知されるようになった。ワー

ケーションとは、仕事（work）と休暇

（vacation）を組み合わせた欧米発の造語

であり、Pecsek（2018）は「自宅を離れ

て、最新テクノロジーを活用しながら休

暇中にレジャーとビジネスの両方を行う

ハイブリットタイプの旅行」としてワー

ケーションを、旅行という側面から定義

している。つまり、ワーケーションは「新

しい働き方」であり、「新しい旅の形態」

ともいえる。しかし、ワーケーションが

広く認知されると同時に、「新しい働き

方」という側面が強調され、調査の多く

は、ワーケーションが業務に与える影響

に焦点が当てられてきた。しかし、ワー

ケーションを「新しい旅の形態」という

側面から見ると、なぜ旅先で仕事がした

いのか、どのような旅先で仕事がしたい

のか、旅先のどのような点に満足するの

か、といった「旅」を中心として考えた、

観光の側面から見た研究は未だ乏しいの

が現状である。例えば、ワーケーション

を旅として扱った研究として、小原満春

（2021）は、ワーケーションのプル動機に

This study conducted a questionnaire survey and analyzed workaway intenders to clarify workaway push motives. As a result of 

the factor analysis, 10 factors of push motives were extracted. Moreover, multidimensionality scaling based on the factor scores 

obtained revealed that the factors were ideally categorized into work-related and vacation-related motives. This implies that 

while “workcation” is a coined term combining work and vacation, a combination of work and vacation also exists for push 

motives.

キーワード：ワーケーション、仕事・休暇、プッシュ動機

Keyword：workcation, work and vacation, push motivation
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ワーケーションのプッシュ動機に関する研究
―仕事動機と休暇動機の検討―
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